
　

【表紙】 　

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成25年11月12日

【四半期会計期間】 第38期第１四半期(自 平成25年７月１日 至 平成25年９月30日)

【会社名】 株式会社ユビテック

【英訳名】 Ubiteq,INC.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　荻野　司

【本店の所在の場所】 東京都品川区西五反田一丁目18番９号

【電話番号】 03-5487-5560(代表)

【事務連絡者氏名】 常務取締役管理本部長　明石　直人

【最寄りの連絡場所】 東京都品川区西五反田一丁目18番９号

【電話番号】 03-5487-5560(代表)

【事務連絡者氏名】 常務取締役管理本部長　明石　直人

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

　 (東京都中央区日本橋兜町２番１号)

　

EDINET提出書類

株式会社ユビテック(E02100)

四半期報告書

 1/18



第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第37期
第１四半期
連結累計期間

第38期
第１四半期
連結累計期間

第37期

会計期間
自 平成24年７月１日
至 平成24年９月30日

自 平成25年７月１日
至 平成25年９月30日

自 平成24年７月１日
至 平成25年６月30日

売上高 (千円) 700,805 461,017 3,313,281

経常利益又は経常損失（△） (千円) △57,774 △102,730 169,388

四半期純損失（△）又は当期
純利益

(千円) △37,181 △71,316 88,478

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △39,036 △71,189 91,840

純資産額 (千円) 3,312,564 3,347,118 3,457,629

総資産額 (千円) 3,988,740 3,843,260 4,241,460

１株当たり四半期純損失金額
（△）又は当期純利益金額

(円) △260.17 △498.48 618.92

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

(円) － － 614.98

自己資本比率 (％) 81.7 85.2 79.9

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第37期第１四半期連結累計期間及び第38

期第１四半期連結累計期間は、１株当たり四半期純損失であるため、記載しておりません。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　
２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子

会社）が判断したものであります。

 

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の経済対策や日銀の金融緩和策を背景に円高の

是正や株価上昇が進むなど、景気回復への期待感が高まっておりますが、実体経済の改善には至っておら

ず、米国の金融緩和縮小観測や中国をはじめとする新興国における経済成長率の鈍化等により、依然とし

て景気の先行きは不透明な状況が続いております。当社グループの関連市場においても、円安進行に伴い

一部で企業収益の回復が見られたものの、本格的な回復には至らず、設備投資抑制は続き、価格低下圧力

が強まる等、引き続き厳しい事業環境となりました。

 このような状況の中で、当社の既存事業も厳しい結果となりましたが、引き続きグループ全体による

ローコストオペレーション体制を維持しつつ、顧客先企業の影響を受けにくい自社製品・サービスの開発

に注力してきました。省エネソリューション事業のUGSをさらに進化させた「BE GREEN Next（BGN）」は

東京大学大学院情報理工学系研究科研究教育棟I-REF棟に導入され、カーソリューション事業の車載シス

テムについては新たなサービス形態として簡易型テレマティクス「ドコいる君」の開発を実施するなど、

「自然に出来てしまう、やりたくなる省エネ」を実現する製品として、当社の将来的な基幹事業にすべ

く、代理店や顧客との連携をより強化し、満足度の向上と機能強化のために更なる先行開発投資及び販路

拡大に注力してまいりました。

この結果、当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高は461百万円（前年同四半期比34.2％減少）、

営業損失は102百万円（前年同四半期は営業損失59百万円）、経常損失102百万円（前年同四半期は経常損

失57百万円）、四半期純損失は71百万円（前年同四半期は四半期純損失37百万円）となりました。

　
セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

電子機器事業

電子機器事業は、前期より開発を進めたカラオケ端末が当第１四半期より量産開始となり売上計上が始

まりましたが、紙幣鑑別ユニット等のATM向けセンシングモジュールについては第１四半期に見込んでい

た売上計上の時期が第２四半期にずれたことにより、前年同四半期比大幅に減収減益となりました。ま

た、カーソリューション事業については、新たな開発を実施し、オリックス自動車との取引は推進しつつ

新規顧客獲得に注力しております。今後も新規顧客開拓に注力し、コスト削減についても業務全体を見直

しながら関係協力会社にもご協力頂き、仕入コストや外部委託費用についての削減を継続して進めており

ます。
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この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は207百万円（前年同四半期比50.6％減少）、セグメン

ト損失は10百万円（前年同四半期はセグメント利益17百万円）となりました。

　
モバイル・ユビキタス事業

モバイル・ユビキタス事業については、前期に引き続き携帯電話評価業務の売上が減少したこと等によ

り、前年同四半期比減収減益となりました。携帯電話評価業務については、沖縄セキュリティ＆テスティ

ングセンターを設立し、Androidを実装した端末・アプリケーションにおけるユーザビリティ評価や脆弱

性検証のサービスを開始しており、事業拡大を目指していきます。また、「UBITEQ BE GREEN SOLUTION」

の一つとして、Vidyo Inc.と販売代理店契約を締結し、次世代のクラウド型ビデオ会議システム

「CanSee」 Powered by Vidyoの拡販を進めております。また、当社のＩＴを使った省エネソリューショ

ン「BE GREEN Next（BGN）」の機能拡張により製品化したクラウド型会議室管理サービス「ルームコン

シェル」についても営業を開始いたします。今後も新規顧客の開拓に注力しつつ、引き続き新製品・新

サービスの開発を進めてまいります。

この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は253百万円（前年同四半期比9.9％減少）、セグメント

損失は12百万円（前年同四半期はセグメント損失2百万円）となりました。

　
(2) 財政状態の分析

（資産の状況）

　当第１四半期連結会計期間末の資産合計は3,843百万円となり、前連結会計年度末から398百万円減少し

ております。主な内容としましては、現金及び預金が486百万円、受取手形及び売掛金が179百万円減少

し、製品が167百万円、繰延税金資産が39百万円増加しております。

 （負債の状況）

　当第１四半期連結会計期間末の負債合計は496百万円となり、前連結会計年度末から287百万円減少して

おります。主な内容としましては、支払手形及び買掛金が205百万円、未払法人税等が58百万円減少して

おります。　

（純資産の状況）

　当第１四半期連結会計期間末の純資産合計は3,347百万円となり、前連結会計年度末から110百万円減少

しております。主な内容としましては、四半期純損失71百万円の計上と剰余金の配当42百万円によるもの

です。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及

び新たに生じた課題はありません。

　

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は14百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありま

せん。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 520,000

計 520,000

(注) 平成25年８月23日開催の取締役会において、平成26年１月１日を効力発生日として、当社普通株式を１株につき

100株の割合で分割するとともに、１単元の株式の数を100株とする単元株制度の採用を決定したことに伴い、

平成26年１月１日を効力発生日として、発行可能株式総数を52,000,000株とする定款変更を行いました。

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成25年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 144,468 144,508
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株制度を採用していないた
め、単元株式数はありません。

計 144,468 144,508 ― ―

(注) １. 提出日現在の発行数には平成25年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。

　　 ２. 平成25年８月23日開催の取締役会において、平成26年１月１日を効力発生日として、当社普通株式を１株に

つき100株の割合で分割するとともに、１単元の株式の数を100株とする単元株制度の採用を決定しておりま

す。これに伴い効力発生日までに新株予約権の行使等が行われず、発行済株式数の変動がなかったと仮定し

た場合、株式分割後の発行済株式数は、14,450,800株となります。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成25年７月１日～
平成25年９月30日

－ 144,468 － 882,323 － 596,225
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(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

　

(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成25年６月30日)に基づく株主名簿による記

載をしております。

① 【発行済株式】

平成25年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
　普通株式　   1,400

― ―

完全議決権株式(その他)  普通株式　 143,068           143,068 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数              144,468 ― ―

総株主の議決権 ―           143,068 ―

　

② 【自己株式等】

平成25年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社ユビテック

東京都品川区西五反田
1丁目18－９　

1,400 ― 1,400 0.97

計 ― 1,400 ― 1,400 0.97

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成25年７月１

日から平成25年９月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成25年７月１日から平成25年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成25年６月30日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,494,041 2,007,675

受取手形及び売掛金 1,388,756 1,209,635

製品 15,975 183,172

仕掛品 27,211 44,395

原材料及び貯蔵品 18,534 41,138

繰延税金資産 18,789 59,006

その他 63,457 94,125

貸倒引当金 △1,811 △1,422

流動資産合計 4,024,954 3,637,726

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 64,409 56,155

減価償却累計額 △25,845 △26,503

建物及び構築物（純額） 38,564 29,651

工具、器具及び備品 214,698 216,458

減価償却累計額 △178,019 △182,074

工具、器具及び備品（純額） 36,678 34,384

リース資産 4,562 4,562

減価償却累計額 △2,433 △2,661

リース資産（純額） 2,128 1,900

有形固定資産合計 77,371 65,936

無形固定資産

その他 13,867 16,231

無形固定資産合計 13,867 16,231

投資その他の資産

投資有価証券 28,868 28,105

繰延税金資産 66,658 66,425

その他 29,740 28,833

投資その他の資産合計 125,266 123,365

固定資産合計 216,505 205,533

資産合計 4,241,460 3,843,260
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成25年６月30日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金
※1 558,518 353,214

リース債務 958 958

未払金 37,538 41,240

未払法人税等 59,722 1,031

賞与引当金 5,268 8,828

役員賞与引当金 12,000 －

その他 61,974 43,385

流動負債合計 735,980 448,657

固定負債

リース債務 1,277 1,037

退職給付引当金 45,798 45,754

その他 775 692

固定負債合計 47,850 47,484

負債合計 783,830 496,142

純資産の部

株主資本

資本金 882,323 882,323

資本剰余金 596,225 596,225

利益剰余金 1,998,570 1,884,333

自己株式 △75,474 △75,474

株主資本合計 3,401,644 3,287,407

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △9,252 △9,415

為替換算調整勘定 △2,314 △2,048

その他の包括利益累計額合計 △11,566 △11,463

新株予約権 45,556 49,155

少数株主持分 21,994 22,018

純資産合計 3,457,629 3,347,118

負債純資産合計 4,241,460 3,843,260
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成24年７月１日
　至 平成24年９月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成25年７月１日
　至 平成25年９月30日)

売上高 700,805 461,017

売上原価 606,911 424,971

売上総利益 93,894 36,046

販売費及び一般管理費 153,585 138,757

営業損失（△） △59,691 △102,711

営業外収益

受取利息 616 515

助成金収入 7,137 －

その他 198 70

営業外収益合計 7,952 585

営業外費用

為替差損 5,671 104

投資事業組合運用損 363 499

その他 0 0

営業外費用合計 6,036 604

経常損失（△） △57,774 △102,730

特別利益 － －

特別損失

固定資産除却損 835 －

固定資産売却損 － 2,622

訴訟和解金 － 6,300

特別損失合計 835 8,922

税金等調整前四半期純損失（△） △58,609 △111,652

法人税、住民税及び事業税 1,809 △460

法人税等調整額 △23,624 △39,884

法人税等合計 △21,815 △40,344

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △36,794 △71,308

少数株主利益 387 8

四半期純損失（△） △37,181 △71,316
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成24年７月１日
　至 平成24年９月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成25年７月１日
　至 平成25年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △36,794 △71,308

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △2,002 △162

為替換算調整勘定 △239 280

その他の包括利益合計 △2,241 118

四半期包括利益 △39,036 △71,189

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △39,411 △71,213

少数株主に係る四半期包括利益 375 23
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【注記事項】

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

(税金費用の計算)

一部の連結子会社において、当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果適用後の実効税率を

合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法によっております。　

　
(四半期連結貸借対照表関係)

※１　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しておりま

   す。

なお、前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が、前連結会計年度

末残高に含まれております。

　
前連結会計年度
(平成25年６月30日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年９月30日)

支払手形 3,561千円 ―　千円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第１四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりでありま

す。

　
前第１四半期連結累計期間
(自 平成24年７月１日
 至 平成24年９月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成25年７月１日
 至 平成25年９月30日)

減価償却費 7,940千円 6,734千円

　

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成24年７月１日 至 平成24年９月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年９月21日
定時株主総会

普通株式 42,870 300 平成24年６月30日 平成24年９月24日 利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

当第１四半期連結累計期間(自 平成25年７月１日 至 平成25年９月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年９月20日
定時株主総会

普通株式 42,920 300 平成25年６月30日 平成25年９月24日 利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成24年７月１日 至 平成24年９月30日)

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
調整額
(注) 1

四半期連結損益
計算書計上額
(注) ２電子機器事業

モバイル・ユビ
キタス事業

計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 418,846 281,959 700,805 ― 700,805

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― ― ―

計 418,846 281,959 700,805 ― 700,805

セグメント利益又は損失(△) 17,163 △2,221 14,942 △74,633 △59,691

(注)１．セグメント利益又は損失の調整額△74,633千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用△74,633千

円であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　 　 ２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成25年７月１日 至 平成25年９月30日)

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
調整額
(注) 1

四半期連結損益
計算書計上額
(注) ２電子機器事業

モバイル・ユビ
キタス事業

計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 207,049 253,968 461,017 ― 461,017

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― ― ―

計 207,049 253,968 461,017 ― 461,017

セグメント損失(△) △10,499 △12,025 △22,525 △80,185 △102,711

(注)１．セグメント損失の調整額△80,185千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用△80,185千円

であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　 　 ２．セグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　

EDINET提出書類

株式会社ユビテック(E02100)

四半期報告書

13/18



　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成24年７月１日
至 平成24年９月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成25年７月１日
至 平成25年９月30日)

１株当たり四半期純損失金額(△) △260円17銭 △498円48銭

 (算定上の基礎) 　 　

 四半期純損失金額(△)(千円) △37,181 △71,316

 普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

 普通株式に係る四半期純損失金額(△)(千円) △37,181 △71,316

 普通株式の期中平均株式数(株) 142,911 143,068

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であるため、記載しており

ません。 

　

(追加情報)

(株式分割、単元株制度の採用及び定款の一部変更)

当社は、平成25年８月23日開催の取締役会において、株式分割、単元株制度の採用及び定款の一部変更

について決議いたしました。

　
１．株式分割、単元株制度の採用及び定款の一部変更の目的

平成19年11月27日に全国証券取引所が公表した「売買単位の集約に向けた行動計画」の趣旨を踏まえ、

当社株式を上場している証券市場の利便性・流動性の向上に資するため、１株を100株に分割するととも

に単元株制度の採用を行います。なお、この株式の分割及び単元株制度の採用に伴う投資単位の実質的な

変更はありません。

　
２．株式分割

（1）分割の方法

平成25年12月31日（火）を基準日として、同日最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有する普

通株式を１株につき100株の割合をもって分割いたします。

（2）分割により増加する株式数

平成25年12月31日（火）最終の発行済株式総数に99を乗じた株式数とします。

① 株式の分割前の発行済株式総数 　　 144,468株（平成25年６月30日時点）

② 株式の分割により増加する株式数 14,302,332株

③ 株式の分割後の発行済株式総数 　14,446,800株

④ 株式の分割後の発行可能株式総数 52,000,000株

（注）上記発行済株式総数は新株予約権の行使により増加する可能性があります。

（3）分割の日程

① 基準日公告日 平成25年12月16日（月）

② 基準日　　　 平成25年12月31日（火） ※実質的には平成25年12月30日（月）

③ 効力発生日　 平成26年１月１日（水）
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（4）新株予約権行使価額の調整

株式分割に伴い、新株予約権の1株当たりの行使価額を平成26年１月１日（水）以降、以下のとおり調

整いたします。

　 取締役総会決議日 調整前行使価額 調整後行使価額

第１回新株予約権 平成16年７月23日 14,113円 142円

第２回新株予約権 平成16年11月26日 31,250円 313円

第３回新株予約権 平成17年２月18日 31,250円 313円

第６回新株予約権 平成21年９月９日 36,708円 368円

第７回新株予約権 平成24年９月６日 28,988円 290円

　
３. 単元株制度の採用

（1）新設する単元株式の数

「２. 株式の分割」の効力発生日をもって単元株制度を採用し、単元株式数を100株とします。

（2）新設の日程

効力発生日　 平成26年１月１日（水）

（参考）平成25年12月26日（木）をもって、証券取引所における売買単位も100株に変更されることにな

ります。

　
４．１株当たり情報に及ぼす影響等

当該株式分割が、前連結会計年度の開始の日に行われたと仮定した場合の前第１四半期連結累計期間及

び当第１四半期連結累計期間における１株当たり情報は、それぞれ以下のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成24年７月１日
　　至　平成24年９月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成25年７月１日
　　至　平成25年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △2円60銭 △4円98銭

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であるため、記載しており

ません。

　

　
(重要な後発事象)

（「株式付与ＥＳＯＰ信託」の導入及び第三者割当による自己株式の処分について）

当社は、平成25年11月８日開催の取締役会において、当社の中長期的な企業価値を高めることを目的と

して、従業員インセンティブ・プラン「株式付与ＥＳＯＰ信託」（以下「ＥＳＯＰ信託」といいます。）

の導入を決議いたしました。

　
　１．ＥＳＯＰ信託導入の目的

厳しい経営環境の中、社員の帰属意識の醸成と経営参画意識を持たせ、長期的な業績向上や株価上昇に

対する意欲や士気の高揚を図るとともに、中長期的な企業価値向上を図ることを目的としたインセンティ

ブ・プランとして、ＥＳＯＰ信託を導入いたします。
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　２．ＥＳＯＰ信託の概要

ＥＳＯＰ信託とは、米国のＥＳＯＰ（Employee Stock Ownership Plan）制度を参考にした信託型の従

業員インセンティブ・プランであり、当社株式を活用した従業員の報酬制度の拡充を図る目的を有するも

のをいいます。

　当社が当社従業員のうち一定の要件を充足する者を受益者として、当社株式の取得資金を拠出すること

により信託を設定します。当該信託は予め定める株式付与規程に基づき当社従業員に交付すると見込まれ

る数の当社株式を、当社および市場から取得します。その後、当該信託は、株式付与規程に従い、信託期

間中の従業員の勤続年数や職位に応じた当社株式を、退職時に無償で従業員に交付します。当該信託によ

り取得する当社株式の取得資金は全額当社が拠出するため、従業員の負担はありません。

　当該信託の導入により、従業員は当社株式の株価上昇による経済的な利益を収受することができるた

め、株価を意識した従業員の業務遂行を促すとともに、従業員の勤務意欲を高める効果が期待できます。

また、当該信託の信託財産に属する当社株式に係る議決権行使は、受益者候補である従業員の意志が反映

される仕組みであり、従業員の経営参画を促す企業価値向上プランとして有効です。

　なお、当該信託は、原則、市場から当社株式を買い付けますが、自己株式を有効利用する目的で現在当

社が保有する自己株式1,400株のうち1,400株（48百万円）をＥＳＯＰ信託に対して処分することを同時に

決議いたしました。

　
３．信託契約の内容

①信託の種類 　　　　特定単独運用の金銭信託以外の金銭の信託（他益信託）

　②信託の目的 　　　　受益者要件を充足する当社従業員に対するインセンティブの付与

　③委託者 　　　　　　当社

　④受託者　　　　　 　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　⑤受益者　　　　　 　当社従業員のうち受益者要件を充足する者

　⑥信託管理人 　　　　当社と利害関係のない第三者

　⑦信託契約日　　　 　平成25年11月25日

　⑧信託の期間 　　　　平成25年11月25日～平成31年３月31日

　⑨制度開始日 　　　　平成26年１月１日

　⑩議決権行使 　　　　受託者は、受益者候補の議決権行使状況を反映した信託管理人の指図に従い、

　　　　　　　　　　　 当社株式の議決権を行使します。

　⑪取得株式の種類 　　当社普通株式

　⑫取得株式の総額 　　60,721,500円

　⑬株式の取得期間 　　平成25年11月26日～平成25年12月６日（予定）

　⑭株式の取得方法 　　当社自己株式の第三者割当及び取引所市場により取得

　
 ４．自己株式の処分要領

①処分期日 　　　　平成25年11月26日

　②処分株式数 　　　1,400株

 ③処分価額　　　　 １株につき34,500円

　④資金調達の額　　 48,300,000円

　⑤処分方法　　 　　第三者割当による処分

　⑥処分先 　　　　　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社（株式付与ＥＳＯＰ信託口）

　⑦その他　　　 　　該当事項はありません。

　
２ 【その他】

該当事項はありません。　
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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有限責任　あずさ監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士   山本　　守   印

指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士   秋山　高広   印

独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成25年11月12日

株式会社ユビテック

取締役会  御中

　

　

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株
式会社ユビテックの平成25年７月１日から平成26年６月30日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間
(平成25年７月１日から平成25年９月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成25年７月１日から平成25
年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、
四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務
諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実
施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公
正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ユビテック及び連結子会社の平成
25年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示し
ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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